
 

令和７年１１月定例県議会 

提 出 議 案 等 一 覧  

島 根 県 



第４９７回島根県議会提出議案等一覧 

Ｒ７．１１．２５提案分 

 

区  分 
 

議     案     名 
議案№ 

議 案 

(39件) 

予算案 

(18件) 

 

１２７ 令和７年度島根県一般会計補正予算（第４号） 
 

人事委員会勧告に基づく職員給与費等及び会計年度任用職員報酬の改定に伴う補正 

 

①補正額           4,242,630千円 

 職員給与費等        3,860,279千円 

 会計年度任用職員報酬     382,351千円 

②歳入歳出予算 

 ９月補正後予算額         (a)  4,883億円 

 11月補正予算額（第４号）     (b)     42億円 

 補正後予算額          (a)＋(b)  4,925億円 

 ＊対前年度同期比            97.6％ 

 【参考】令和６年度11月補正後予算額   5,044億円 

③財源   

地方交付税   16億円 

繰越金     26億円  

合計      42億円 

 

 

 

１２８

～ 

１３４ 

令和７年度島根県総務事務集中処理特別会計補正予算（第１号） 

外６特別会計補正予算 

  

１２８ 総務事務集中処理   １２９ あさひ社会復帰促進センター診療所 
１３０ 国民健康保険         １３１ 母子父子寡婦福祉資金 
１３２ 中小企業近代化資金  １３３ 臨港地域整備 
１３４ 県営住宅 

 

 

１３５ 

～ 

１４０ 

令和７年度島根県病院事業会計補正予算（第３号） 

外５事業会計補正予算 
 

１３５ 病院   １３６ 電気   １３７ 工業用水道   １３８ 水道 
１３９ 宅地造成 １４０ 流域下水道 

 
 

１４１ 令和７年度島根県一般会計補正予算（第５号） 

１４２ 
  
令和７年度島根県一般会計補正予算（第６号） 

１４３ 
  
令和７年度島根県臨港地域整備特別会計補正予算（第３号） 

１４４ 令和７年度島根県流域下水道事業会計補正予算（第３号） 
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区  分 
 

議     案     名 
議案№ 

 
条例案 

(12件) 

 

１４５ 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

人事委員会の勧告を受けて、職員に対して支給する給料及び諸手当について所要の改正 
 

①月例給の引上げ 

②期末手当及び勤勉手当の引上げ（＋0.1月分） 

 

                  施行日：①令和７年12月１日               

（令和７年４月１日から適用）         

②令和７年度支給分 令和７年12月１日     

令和８年度以降支給分 令和８年４月１日 

 

 
 １４６ 県立学校の教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

人事委員会の勧告を受けて、県立学校の教育職員に対して支給する給料及び諸手当につい

て所要の改正 

①月例給の引上げ 

②期末手当及び勤勉手当の引上げ（＋0.1月分） 

 
施行日：①令和７年12月１日               

（令和７年４月１日から適用）        

②令和７年度支給分 令和７年12月１日    

令和８年度以降支給分 令和８年４月１日 

 

 
 １４７ 市町村立学校の教職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例 

人事委員会の勧告を受けて、市町村立学校の教職員に対して支給する給料及び諸手当につ

いて所要の改正 

①月例給の引上げ 

②期末手当及び勤勉手当の引上げ（＋0.1月分） 

 
施行日：①令和７年12月１日               

（令和７年４月１日から適用）        

②令和７年度支給分 令和７年12月１日    

令和８年度以降支給分 令和８年４月１日 

 

 
 

 

 

１４８ 特別職の職員に対する期末手当の支給に関する条例の一部を改正する条例 

一般職の期末手当及び勤勉手当の改正に準じて、期末手当を引き上げ（＋0.1月分） 

 
                 施行日：令和７年度支給分 令和７年12月１日    

令和８年度以降支給分 令和８年４月１日  
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区  分 
 

議     案     名 
議案№ 

 
条例案

つづき 

１４９ 会計年度任用職員の報酬等及び費用弁償支給条例の一部を改正する条例 

 
職員の給与に関する条例の一部改正等を踏まえた所要の改正  

①会計年度任用職員の報酬の上限額の改定 

職員の種別 区分 改正前 改正後 

一般業務に従事する者 日額 10,900円 11,500円 

月額 174,600円 184,500円 

時間額 1,410円 1,490円 

資格免許を要する業務及びそれ

に準ずる業務に従事する者 

日額 12,000円 12,700円 

月額 197,800円 208,700円 

時間額 1,550円 1,640円 

教育業務に従事する者 月額 336,500円 345,600円 

調査研究業務に従事する者 日額 13,900円 14,380円 

月額 256,100円 266,900円 

医療業務に従事する者 月額 207,400円 218,600円 

相当の知識又は経験を必要とす

る業務に従事する者 
月額 243,700円 256,900円 

軽作業に従事する者 日額 7,500円 8,100円 

時間額 970円 1,050円 

②期末手当及び勤勉手当の引上げ（＋0.1月分） 

 

施行日：①令和７年12月１日 

（令和７年４月１日から適用(一部を除く。)) 

②令和７年度支給分 令和７年12月１日    

令和８年度以降支給分 令和８年４月１日 

 

  
１５０ 

 

 

 

 
職員の旅費に関する条例等の一部を改正する条例 

  国家公務員等の旅費に関する法律の改正に準じて、関係条例について所要の改正 

 ①職員の旅費に関する条例の一部改正 

ア 旅費の種目及び額に係る規定の整備 

イ 宿泊手当の新設及び食卓料の廃止 

ウ 航海日当の廃止 

エ その他規定の整備 

②特別職の職員の給与等に関する条例の一部改正 

宿泊費基準額等に係る規定の整備 

③職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正 

 ①のウの航海日当の廃止に伴う船員作業手当の新設 

④県立学校の教育職員及び市町村立学校の教職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正 

 ③に同じ 

⑤地方警察職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正 

 ③に同じ 

 
          施行日：令和８年１月１日 
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区  分 
 

議     案     名 
議案№ 

 
条例案 

つづき 
１５１ 

 

 

 

 

 
教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例等の一部を改正する条例 

公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法等の一部を改正する法律

の施行並びに国における義務教育費国庫負担金の最高限度額の見直し並びに人事委員会の

報告及び勧告を受けて、県立学校及び市町村立学校の教育職員並びに専門的教育職員の給

与について所要の改正 

 

①教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例の一部改正 

ア 教職調整額の支給割合の改正 

 ・改正の内容 

改正前 改正後 

100分の４ 100分の10 

・経過措置 

 令和８年１月１日から令和12年12月31日までの間における教職調整額の支給割合に

ついては、次のとおりとすること 

期  間 支給割合 

令和８年１月１日から同年12月31日まで 100分の５ 

令和９年１月１日から同年12月31日まで 100分の６ 

令和10年１月１日から同年12月31日まで 100分の７ 

令和11年１月１日から同年12月31日まで 100分の８ 

令和12年１月１日から同年12月31日まで 100分の９ 

イ 指導改善研修被認定者の教職調整額、時間外勤務等に係る規定の整備 

ウ 公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法等の一部を改正す

る法律の施行に伴う規定の整理 

②県立学校の教育職員の給与に関する条例の一部改正 

・教職調整額が支給されない管理職への本給加算に伴う給料表の改正 

・教職調整額の引上げ、学級担任加算の新設等を踏まえた義務教育等教員特別手当の支 

給月額の限度額の改正 

改正前 改正後 

8,000円 8,600円 

 

③市町村立学校の教職員の給与等に関する条例の一部改正 

・②に同じ 

④職員の給与に関する条例の一部改正 

・専門的教育職員に対する給料表の適用に関する規定の整備 

⑤県立学校の教育職員及び市町村立学校の教職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正 

・多学年学級担当手当の廃止 

・教員特殊業務手当の額の改定 

区分 改正前 改正後 

児童・生徒の救急業務及び緊急の補

導業務 

7,500円 8,000円 

 

施行日：令和８年１月１日 

（① の一部は令和８年４月１日） 
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区  分 
 

議     案     名 
議案№ 

 条例案 

つづき 

１５２ 

 

 

 

 

住民基本台帳法施行条例の一部を改正する条例 

住民基本台帳法別表第一から別表第六までの総務省令で定める事務を定める省令の改正に

伴う所要の改正 

 

次に掲げる事務が法定事務とされたことに伴い、当該事務を知事が本人確認情報等を利用 

し、又は提供することができる事務から削除 

・遊漁船業者の登録、登録の更新及び登録事項の変更の届出に関する事務 

・採石業者の登録及び登録事項の変更の届出に関する事務 

・砂利採取業者の登録及び登録事項の変更の届出に関する事務 

・住民監査請求に関する事務 

 

施行日：公布の日 
 
 
 

１５３ 使用料及び手数料の額の改定等に関する条例及び島根県建築基準法施行条例の
一部を改正する条例 

建築基準法に基づき県が行う事務に係る手数料の額の見直しを図るため、及び建築基準法

施行令の改正に伴い、関係条例について所要の改正 

①使用料及び手数料の額の改定等に関する条例の一部改正 

・建築物の完了検査等に係る手数料の額の改定 

②島根県建築基準法施行条例の一部改正 

・引用する条項の整理 
 

施行日：公布の日 
 
 
 

１５４ 島根県立はつらつ体育館条例の一部を改正する条例 

島根県立はつらつ体育館の体育室に冷暖房装置を設置することに伴う使用料の新設 

利用の形態 使用料の額 

貸切りの場合 １時間につき530円（体育室の２分の１を使用する場合にあっ

ては、１時間につき260円） 

貸切りでない場合 １人１時間につき130円 

 

施行日：令和８年４月１日 
 
 
 

１５５ 

 

島根県心身障害者扶養共済制度条例及び島根県無料低額宿泊所の設備及び運営
に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

生活実態を基にした救済等の制度において、同性パートナーをその対象に含むことを明確

化するため、関係条例における配偶者の定義について所要の改正 

〔改正対象条例〕 

 ・島根県心身障害者扶養共済制度条例 

・島根県無料低額宿泊所の設備及び運営に関する基準を定める条例 
 

施行日：公布の日 
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区  分 
 

議     案     名 
議案№ 

 
条例案 

つづき 

１５６ 

 

島根県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部を改正
する条例 

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の改正に伴う所要の改正 

改正内容 

①母子保健法に規定する乳幼児の健康診査の内容が児童福祉施設の長等が行う健康

診断の全部又は一部に相当すると認められ、かつ、当該施設の長等がその結果を把握

するときは、当該施設において健康診断の全部又は一部を行わないことができること 

②引用する条項の整理 

③その他規定の整理 

 

改正対象条例 改正内容 

島根県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例 ①から③まで 

島根県児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及

び運営に関する基準等を定める条例 

① 

島根県児童福祉法に基づく指定障害児入所施設等の人員、設備及

び運営に関する基準等を定める条例 

①から③まで 

島根県一時保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例 ② 

島根県幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運

営に関する基準を定める条例 

②及び③ 

 

施行日：公布の日 

 

一 般

事件案 

(９件) 
 

１５７ 公の施設の指定管理者の指定について（島根県立古墳の丘古曽志公園） 

・指定する相手方：株式会社さんびる 

・指定する期間：令和８年４月１日から５年間 

 

 

１５８ 公の施設の指定管理者の指定について（島根県立古代出雲歴史博物館） 

・指定する相手方：ミュージアムいちばた 

・指定する期間：令和８年４月１日から５年間 

 
 

１５９ 公立大学法人島根県立大学定款の一部変更について 

変更内容：地方独立行政法人法の改正により、年度計画の策定等が不要になったことに伴 

う規定の整理 

施行日：総務大臣及び文部科学大臣の認可の日  

 

 

１６０ 

 

公立大学法人島根県立大学が徴収する料金の上限の変更について 

公立大学法人島根県立大学が設置する認定看護師教育課程において徴収する授業料の

上限額の変更 

 

 

  １６１ 

 

当せん金付証票の発売について 

島根県内において発売する当せん金付証票（宝くじ）の発売限度額の設定 
・令和８年度発売総金額 55億円以内 
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区  分 
 

議     案     名 
議案№ 

 一 般

事件案 

つづき 

１６２ 契約の締結について 島根県民会館大規模改修（大・中ホール舞台照明設備） 
工事 

契約の方法：一般競争入札  契約金額：1,215,500,000円 

工期：令和９年10月29日 

契約の相手方：日新電工・山代電気工業・三原電工特別共同企業体 
施工場所：松江市殿町地内 

 

１６３ 契約の締結について 島根県民会館大規模改修（長寿命化 空気調和設備） 
           工事 

契約の方法：一般競争入札  契約金額：1,144,000,000円 

工期：令和９年10月29日 

契約の相手方：新和設備・山陰クボタ・シンセイ技研特別共同企業体 
施工場所：松江市殿町地内 

 

１６４ 契約の締結について 島根県民会館大規模改修（長寿命化 建築）工事 

契約の方法：一般競争入札  契約金額：1,276,000,000円 

工期：令和９年10月29日 

契約の相手方：松江土建・一畑工業・幸陽建設特別共同企業体 
施工場所：松江市殿町地内 

 

１６５ 契約の締結について 島根県民会館大規模改修（長寿命化 受変電設備外） 
工事 

契約の方法：一般競争入札  契約金額：660,000,000円 

工期：令和９年10月29日 

契約の相手方：島根電工・八束電工・山代電気工業特別共同企業体 
施工場所：松江市殿町地内 

 

報 告 

(２件) 
報告25 専決処分事件の報告について（変更契約の締結） １件 

・島根県営住宅（松江市淞北台団地新１号棟）建設（建築）工事 
 

2,562,340,000円（83,942,100円増額） 

 

 
 

報告26 専決処分事件の報告について（損害賠償）      １０件 

・車両損傷事故  １件  賠償額合計    97,262円 

・交通事故    ６件  賠償額合計 1,564,467円 

・落石事故等   ３件  賠償額合計   947,483円 
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県 予 算 規 模 の 推 移 

                                                                                                  （単位：百万円） 

 
年度 

 

  
６月補正 

 

 
９月補正 

 

 
11 月補正 

 

 
２月補正 

 

 
その他 

 

 
最終専決後 

 
当初 

 
前年比 
(％) 

H29 
 
 

511,771  
 
 

▲1.6  
 
 

315  
 
 

9,168  
追加提案       608  

 

43  
追加提案     808  
(給与     808) 

13,143  
追加提案 ▲48,663  

 

 
 
 

485,734  
 
 

30 
 
 
 

452,000  
 
 
 

▲11.7  
(+0.2) 

 
 

819  
 
 
 

9,235  
 
 
 

185  
追加提案     481  
(給与     481) 

 

17,153  
追加提案 ▲19,057  

 
 

4/20    202  
(西部地震) 

7/20    338  
(７月豪雨災害) 

456,410  
 
 
 

R 元 
 
 

468,654  
 
 

+3.7  
 
 

321  
 
 

9,503  
 
 

232  
追加提案     410  
(給与     410) 

13,235  
(経済対策  13,226) 
追加提案 ▲24,851  

3/25    214  
(新型コロナウイルス対策) 

 

465,700  
 
 

2 
 

475,019  
 

+1.4  
 

4,390  
(新型コロナウイルス対策 

4,390) 
追加提案  12,001  
(新型コロナウイルス対策 

12,001) 

 20,820  
(新型コロナウイルス対策 

10,833) 
 

3,737  
(新型コロナウイルス対策 

増額 4,139  
減額 ▲482) 

追加提案       4  
(新型コロナウイルス対策 

4) 

①      2,096  
(新型コロナウイルス対策 

2,096) 
②    25,310  
(経済対策  21,161) 
(新型コロナウイルス対策 

増額 5,701  
減額▲1,552) 

追加提案 ▲24,345  

4/30  6,774 
(新型コロナウイルス対策) 
5/22    724  
(新型コロナウイルス対策) 
7/28    343  

(７月大雨災害) 
7/31  6,214  
(新型コロナウイルス対策) 

527,129  
 

3 
 
 

467,018  
(新型コロナウイルス対策  

6,907) 

▲1.7  8,131  
(新型コロナウイルス対策 

8,118) 
追加提案     900  
(新型コロナウイルス対策 

900) 

①      5,061  
(新型コロナウイルス対策 

5,061) 
②      45,709  
(新型コロナウイルス対策 

9,862) 
追加提案   1,035 
(新型コロナウイルス対策 

1,035) 

①      1,772  
(新型コロナウイルス対策 

1,772) 
②       ▲352  
(新型コロナウイルス対策 

増額  1,191  
減額 ▲1,698) 

追加提案  14,774  
(経済対策  13,009) 
(新型コロナウイルス対策 

1,765) 

①      3,139  
(新型コロナウイルス対策 

3,139) 
②    22,309  
(経済対策  10,649) 
(新型コロナウイルス対策 

11,077) 
追加提案   ▲9,366  

 

7/27    336  
(７月大雨災害) 

8/30    265  
(７、８月の大雨・台風) 
1/20  1,200  
(新型コロナウイルス対策) 

555,792 

4 
 
 

482,110  
(新型コロナウイルス対策  

19,123) 

+3.2  ①     3,930  
(新型コロナウイルス対策 

3,930) 
②     1,693  

(新型コロナウイルス対策 
868) 

追加提案   3,192  
(原油価格・物価高騰対策 

3,192) 

   37,154  
(新型コロナウイルス及び 
 原油価格・物価高騰対策 

13,380) 
追加提案      729 
(新型コロナウイルス及び 
 原油価格・物価高騰対策 

729) 
 

3,258  
(新型コロナウイルス及び

原油価格・物価高騰対策 
  増額  4,340  

減額   ▲997) 
追加提案①   1,217  
(給与   1,217) 

追加提案②  20,608  
(原油価格・物価高騰対策 

339) 
(経済対策  20,269) 

①       134  
(感染症対策及びエネルギ

ー価格・物価高騰対策 
  増額   618  

減額   ▲483) 
②      8,373  
(感染症対策及びエネルギ

ー価格・物価高騰対策 
増額  1,829  
減額  ▲1,256) 
(経済対策  7,800) 
追加提案 ▲20,881 

 537,262 

5 482,361 
(感染症対策及びエネル
ギー価格・物価高騰対策 

27,068) 

+0.1    4,804 
(感染症対策及びエネルギ

ー価格・物価高騰対策 
4,455) 

追加提案       66 
(感染症対策及びエネルギ

ー価格・物価高騰対策 
66) 

 

①       125  
(新型コロナウイルス対策 

125) 
②      18,021  
(エネルギー価格・物価高 

騰対策       733) 

①      2,187 
(給与・報酬  2,187) 
②          957 
(エネルギー価格・物価高 
騰対策        25) 
追加提案  22,341  
(エネルギー価格・物価高 
騰対策    3,122) 
(経済対策  19,180) 

    10,541  
(経済対策  12,662) 
(エネルギー価格・物価高 
騰対策    ▲2,121) 
追加提案 ▲33,181 

7/28    172  
(７月大雨災害) 

505,865 

6 461,694 

(エネルギー価格・物価 

高騰対策               

3,178) 

▲4.3 402  
(エネルギー価格・物価高 
騰対策        28) 

追加提案       18 

19,350  
(エネルギー価格・物価高 
騰対策       183) 
追加提案      634 

①      3,649 
(給与・報酬  3,649) 
②          628 
追加提案  18,004 
(エネルギー価格・物価高 
騰対策      553) 
(経済対策  17,451) 

19,883  
(経済対策  20,559) 
(エネルギー価格・物価高 
騰対策        ▲700) 
追加提案 ▲15,488 

7/30     38  
(７月大雨災害) 

505,422 

7 471,965 

(エネルギー価格・物価 

高騰対策               

4,980) 

+2.2 596  
(エネルギー価格・物価高 
騰対策        59) 

追加提案     535  
(エネルギー価格・物価高 
騰対策       530) 

15,205  
(エネルギー価格・物価高 
騰対策      454) 

 

①      4,243 
(給与・報酬  4,243) 

 

   

 (注)平成 30 年度当初予算の前年比について、中小企業制度融資等預託金を含まない場合の予算額と比較した場合を（ ）で記載 
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